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 6,545円/台  
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業者特定理由書 

 下記の理由により、業者を特定する。 

記 

１ 件 名   水道記念館展示装置等保守点検業務 

２ 業者名   株式会社乃村工藝社 北海道支店 

３ 特定理由  当該展示装置機器は、上記業者が企画･製造･設置したものであり、機器

装置などの動作制御方式や演示・演出などのソフトは、主制御システムに

よって複合的にコントロールし作動させている。これらソフト及びシステ

ムは一般共通のものでなく、特注により製作されたものであり、製造者で

なければその仕様及びプログラムの詳細を知り得ない。 

したがって、これらの条件を満たすサポート体制が確立している上記業

者以外では本業務を履行することができない。 

４ 根拠規定  地方公営企業法施行令第 21 条の 14 第１項第２号に該当する。 
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業 者 特 定 理 由 書 

１ 件   名   水道局収納金集金業務 

２ 特定業者名  株式会社 北海道銀行 

３ 特定理由  下記の理由により業者を特定することといたしたい。 

記 

 業者の特定 

水道局各庁舎の現金収納員等が収納した金銭は水道局会計規程第 29 条の規定により、収納し

た日もしくは翌日までに出納取扱金融機関又は収納取扱金融機関に払い込まなければならない。

過去には、出納取扱金融機関の派出所が水道局各庁舎内に配置され、金銭の払い込み及び入金

処理が円滑に行われていたが、撤退したことにより、金銭を庁舎外の金融機関に払い込まなけれ

ばならなくなった。払い込み後において迅速に水道局の収入とするには、各庁舎単位で出納取扱

金融機関の事務センターに直接持ち込む必要があり、事故防止の観点から複数名の職員で運搬し

なければならない。 

また、水道局各庁舎で領収した収納金と収納原符の取りまとめ及び払い込みを一括して委託す

ることで、個人情報漏洩防止及び一連の業務として効率化が図ることができ、職員配置や経費面

等事務効率の観点から、専門業者に委託することが合理的であり、安全性も確保される。 

上記業者は、札幌市水道局と出納取扱金融機関として複数年の契約を結んでおり、他の収納取

扱金融機関で支払われた上下水道料金等全ての収納金及び収納原符を取りまとめ、読み取り処理

及び収納データ作成まで一連の業務を行っている。 

これらのことから、当局の仕様に沿って指定期日までに安全確実に払込業務を遂行できる唯一

の業者である株式会社北海道銀行を特定する。 

 根拠規程 

地方公営企業法施行令第２１条の１４第１項第２号 

   「契約でその性質又は目的が競争入札に適しないものをするとき」に該当すると判断されるた

め。 

 参   考 

令和元年度上期業務実績 

    集金取扱回数      766 回  (前年度実績    744 回) 

    集金取扱袋数     3,330 袋  (前年度実績   3,347 袋) 

    集金取扱金額   123,250 千円  (前年度実績 138,880 千円)



 30.80円/枚 

28.00

単価契約                        
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業 者 特 定 理 由 書

 下記の理由により業者を特定することといたしたい。

記

１ 件     名 ： 上下水道料金収納原符読み取り処理及び収納データ作成業務

２ 特 定 業 者 ： 株式会社 北海道銀行

３ 業 務 内 容 ： 各金融機関及び水道局で支払われた上下水道料金並びに口座振替

           により支払われた上下水道料金等のデータを読み取り、収納データ

           の作成を行う業務である。

４ 特 定 理 由 ： 金融機関等の窓口や口座振替で支払われた水道料金については、

上下水道料金オンラインシステムへ収入日等を早期に反映させるた

め、当局の電算処理に沿って指定期日までに収納データの読み取り

及びシステムへの取込が可能な収納データの作成を行う必要がある。

このため、収納原符の取りまとめから収納データの読み取り、収納

データ作成までの一連の業務を同一業者に一括委託することで、収

入確認の最短化と、未収金に係る収納業務の効率化につながるもの

である。

上記業者は、当局の出納取扱金融機関であり、他の収納取扱金融

機関で支払われた上下水道料金等のすべての収納金及び収納原符の

取りまとめを行っており、本業務を一括して履行できる唯一の業者

であることから、上記業者を特定する。

５ 根 拠 規 定 ： 地方公営企業法施行令第 21条の 14第１項第２号
           「契約でその性質又は目的が競争入札に適しないものをするとき」

           に該当すると判断されるため。
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業 者 特 定 理 由 書 

下記の理由により業者を特定する。 

記 

１ 件名 給配水管管理システム保守管理サポート業務 

２ 業者名 株式会社つうけんアドバンスシステムズ 

３ 特定理由 本業務は、給配水管管理システムの運用及び保守管理を行う業務である。 

本業務は、当該システムのソフトウェア及びソフトウェアの周辺機器（サー

バ、端末機、通信用機器等）の運用に必要な専門的技術情報を習得し、利用に

関する権利を有している者でなければ業務を履行することができない。 

上記業者は、当該システムの開発業者であるドコモ・システムズ（株）から

システムの利用権の許諾を受けた唯一の業者である。 

以上のことから、上記業者以外では履行することができない。 

４ 根拠規定 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第 11 条

第1項第 2号に該当すると判断されるため。 
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様式９ 

業 者 特 定 理 由 書 

下記の理由により業者を特定することといたしたい。 

記 

１ 件  名 水質情報管理システム保守点検業務 

２ 業 者 名 富士通エフ・アイ・ピー㈱北海道支社 

３ 特定理由 本システムは自動水質計器で測定された水源・給配水等の様々な水質

情報を、中間サーバを経て収集・データベース化し、これらを情報処理

することにより、常時水質監視等を行うシステムである。 

上記業務は、本システムの主要部分を構成するサーバ及びソフトウェ

アの定期的な点検整備、良否判断、不具合発生時等の対応を行うもので

ある。 

本システムのソフトウェアは著作権法で保護され、富士通エフ・アイ・

ピー㈱がパッケージソフトウェアを本市用にカスタマイズしたものであ

る。また、財務課所管のサーバ機器に当該業者がソフトウェアを組み込

み、設置・設定作業を行っているため、本システムのプログラム構造や、

データベースサーバにデータを受け渡している中間サーバ（他社サーバ）

との連携方法等は当該業者以外には知りえない情報である。 

さらに、本システムに不具合が生じた場合には常時水質監視ができな

くなり、水道水質管理に影響を与える恐れがあるため、本システムの不

具合発生時においては、迅速かつ信頼性のおける復旧作業を行う必要が

ある。 

従って、上記業務は本システムについて熟知・精通している当該業者

しか行うことはできない。 

４ 根拠規定 地方公営企業法施行令第２１条の１４第１項第２号に該当すると判

断されるため。 


